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      開 会 午後１時58分 

    ―――――――――――――― 

●中村たけし委員長  ただいまから、新たな都

心空間調査特別委員会を開会いたします。 

 報告事項ですが、特にございません。 

 議事に入る前に、一言ご挨拶申し上げます。 

 このたび、新たな都心空間調査特別委員会委員

長に選任いただきました、中村たけしです。 

 本調査特別委員会においては、これまで確認し

ていた調査事項に加えて、札幌駅交流拠点のまち

づくりと市役所本庁舎の在り方についても、調査

事項となりました。これらは、これまでの調査事

項と併せて、札幌市の市政運営、まちづくりに大

きな影響を及ぼす課題になります。 

 委員の皆さん、理事者の皆さんの課題解決に向

けた活発な議論をお願い申し上げます。 

 これから選任される副委員長と力を合わせて、

円滑な委員会運営に努めてまいりますので、委員

の皆さん、理事者の皆さんの特段のご協力をどう

ぞよろしくお願いを申し上げまして、一言ご挨拶

とさせていただきます。どうぞよろしくお願い申

し上げます。（拍手） 

 それでは、議事に入ります。 

 最初に、副委員長の互選を行います。 

 （定森委員「委員長」と呼び、発言の許可を求

む） 

●定森 光委員  副委員長指名推選の動議を提

出いたします。 

 副委員長には、小須田大拓委員を推薦すること

の動議であります。 

●中村たけし委員長  ただいまの動議のとお

り、決定することにご異議ございませんか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

●中村たけし委員長  異議なしと認め、副委員

長には小須田大拓委員が選任されました。 

 それでは、副委員長席にご移動の上、就任のご

挨拶をお願いいたします。 

●小須田大拓副委員長  ただいま副委員長にご

選任いただきました、自民党の小須田でございま

す。 

 委員長の補佐役として、誠心誠意努めてまいり

たいと思いますので、皆様どうぞよろしくお願い

します。（拍手） 

●中村たけし委員長  続きまして、各会派か

ら、理事の氏名の申出をお願いします。 

 （「自由民主党 山田洋聡委員」「民主市民連

合 定森 光委員」「公明党 熊谷誠一委員」

「日本共産党 田中啓介委員」と呼ぶ者あり） 

●中村たけし委員長  それでは、理事は自由民

主党 山田洋聡委員、民主市民連合 定森 光委

員、公明党 熊谷誠一委員、日本共産党 田中啓

介委員、以上４名ということで、確認させていた

だきます。 

 次に、札幌駅交流拠点のまちづくりについてを

議題とし、資料に基づき、理事者から説明を受け

ます。 

●山内政策推進担当局長  本日は、報告事項が

２点ございますが、まず１点目、札幌駅交流拠点

のまちづくりにつきまして、北５西１・西２地区

再開発事業の状況を中心にご説明させていただき

ます。 

 詳しい内容は、札幌駅交流拠点推進担当部長の

二本柳からご説明いたします。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  私から

は、札幌駅交流拠点のまちづくりにつきまして、

資料に沿ってご説明をいたします。 

 まず、資料１、右下のページ番号で言いますと

２ページ目になります。ご覧ください。 

 １ これまでの経緯についてでございます。 

 平成28年５月に策定した第２次都心まちづくり

計画では、札幌駅周辺のエリアを札幌駅交流拠点

と定め、道都札幌市の玄関口にふさわしい空間形

成と高次都市機能の強化を図ることとしておりま

す。 

 その後、平成30年９月に、具体的な整備の方向

性を示す札幌駅交流拠点まちづくり計画を策定し
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ております。 

 次に、２ 札幌駅交流拠点まちづくり計画をご

覧ください。 

 本計画では、まちづくりの目標として、北海

道・札幌の国際競争力を牽引し、その活力を展開

させる起点の形成と、北海道新幹線札幌駅開業を

見据えた再整備の確実な推進を掲げ、これらの目

標を実現するための基本方針として、街並み形

成、基盤整備、機能集積、そして環境配慮・防災

の４つを定めております。 

 右上の図をご覧ください。こちらは、現在、札

幌駅交流拠点において進められている主な事業を

示しております。 

 北４西３地区の再開発事業は、令和10年（2028

年）の竣工を目指して工事が進められており、北

５東１地区につきましては、昨年までの開発に向

けた地権者との検討会を経まして、今年度、地区

計画案を都市計画審議会に諮る予定でございま

す。 

 北５西１・西２地区の再開発事業につきまして

は、次の３ 北５西１・西２地区市街地再開発事

業の経緯をご覧ください。 

 本事業では、令和元年11月に準備組合が設立さ

れ、令和４年10月の都市計画決定を経て、令和５

年３月に再開発組合が設立されております。その

後、急激な工事費高騰の影響により、事業計画の

見直しを余儀なくされ、令和７年３月にＪＲ北海

道から、事業見直しの方針が公表されたところで

ございます。 

 ３ページ目をご覧ください。４ 北５西１・西

２地区市街地再開発事業の概要についてでござい

ます。 

 開発のコンセプトは、世界へつながる“さっぽ

ろ”の新たな顔づくりといたしまして、１から４

に示す整備方針の下、事業を進めております。 

 そのような中、今後の進め方に記載しておりま

すとおり、全国的な建築資材の高騰や、多数の大

型プロジェクトとの重複による労務の競合などに

よりまして、急激に工事費が高騰したことから、

現在、以下のとおり計画を見直しております。 

 まず、事業の進め方については、労務を平準化

するため、西２街区、西１街区に建物を分け、段

階的に施工いたします。 

 西２街区を先行して整備し、2030年度末の竣工

を目指します。 

 その後、西１街区の整備に着手し、2034年度末

の竣工を目指します。 

 なお、今年度は西２街区の基本設計及び旧エス

タの解体工事、西１街区の基本計画の見直しを進

めてまいります。 

 また、両街区の１階には、バスターミナルが計

画されておりますが、先行して整備する西２街区

のバスターミナルにつきましては、西１街区完成

までの間、効果的に活用できるよう、検討してま

いります。 

 次に、施設計画の考え方をご覧ください。 

 開発コンセプトに掲げた、まちづくりの基本的

な考え方や導入する用途については、大きな変更

はせず、バスターミナルや東西歩行者ネットワー

クなど、高度な交通結節機能や公共的な機能を整

備してまいります。 

 施設規模としては、西２街区は旧エスタと同程

度となる、延べ床面積９万平方メートル、地上10

階地下２階の規模を計画しております。 

 西１街区の具体的な施設計画につきましては、

今後、検討を深めてまいります。 

 工事費高騰の影響により、事業計画を見直すこ

ととなりましたが、まちづくりの目標をしっかり

と実現できるよう、北海道の玄関口として、魅力

ある都市空間をしっかりと整備してまいります。 

●中村たけし委員長  それでは、質疑を行いま

す。 

 質疑はございませんか。 

●山田洋聡委員  北５西１・西２地区市街地再

開発事業における事業見直しについて伺います。 

 今年３月に、ＪＲ北海道から再開発の見直しの
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方針が公表されましたが、この見直しでは、西２

街区から段階的に整備を進め、全体の完成時期が

2034年度になることが示されております。 

 本事業は、再開発ビルが、北海道新幹線駅舎と

直結する計画でありまして、道内最大の交通結節

点の強化を図る上で重要なプロジェクトであり、

市民の関心も高く、札幌市の象徴となるような事

業にしていく必要があります。 

 しかしながら、再開発ビルの両街区への分割に

加え、今後、工事費低減に向けた計画見直しが行

われるため、検討の内容次第では、当初期待され

たような、十分に魅力のある建物となるのか、懸

念しているところでもあります。 

 この再開発事業が、北海道・札幌の玄関口とし

てふさわしい建物となりますよう、まちづくりの

目標に掲げる街並み形成や、基盤整備、機能集積

などについては、ぜひとも札幌市が主体的に関与

し、確実に実現していくことが求められます。 

 そこで質問ですが、北５西１・西２地区の再開

発事業について、市として、事業計画の見直しに

どのように関わっていく考えか、伺います。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  北５西

１・西２地区市街地再開発事業の事業計画の見直

しに関して、市としてどのように関わっていくの

かについてお答えをいたします。 

 先に公表した再開発事業の見直し方針におきま

しては、まちづくりの基本的な考え方や、導入す

る用途については、大きく変更しないこととして

おります。 

 具体的には、両街区に整備するバスターミナル

をはじめ、アトリウム空間や東西の都市空間をつ

なぐ歩行者ネットワーク、国際競争力を牽引する

ホテルやオフィスの整備などについては、引き続

き進めていく考えでございます。 

 札幌市といたしましては、再開発組合と密に連

携して、公共的な機能や空間の整備に向けて、必

要な助言や支援を行うことで、北海道の玄関口と

してふさわしい、魅力ある都市空間を整備してま

いりたいと考えております。 

●定森 光委員  私からは、バスターミナル整

備に関連して質問をいたします。 

 北５西１・西２地区市街地再開発事業の見直し

方針では、両街区の建物を分割し、段階的に整備

を進めることとされています。西２街区は2030年

度、西１街区は2034年度の竣工を目指すとされて

いますが、当初はいずれも2028年度の竣工の予定

でありました。このため、再開発全体のスケ

ジュールに大きな影響を及ぼし、バスターミナル

の開業時期にも影響しております。 

 仮設バス乗降場についても、こうしたスケ

ジュール変更により、運用期間のさらなる長期化

を懸念しています。 

 現在の仮設乗降場は、札幌駅南口周辺の複数の

路上に分散して設置されており、当初から、特に

初めて利用する方にとっては、乗降場所が分かり

づらい状況が続いています。加えて、屋外の設置

であることから、冬期の利用環境に対する不満の

声も多く寄せられており、運用の長期化によって、

こうした課題がさらに深刻化することが懸念され

ます。 

 こうした状況を受けて、今年３月には北海道バ

ス協会から札幌市に対し、札幌駅バスターミナル

の早期開業や、仮設乗降場の利便性向上を求める

要望書が提出されました。 

 このままの状態を放置することは、北海道・札

幌の玄関口としての機能が損なわれるだけでなく、

市民、来訪者双方にとっても、適切な交通環境と

は言えません。バスは通勤・通学、ビジネス、観

光など、多様な目的の移動手段であり、その利便

性は都市全体の魅力や信頼性にも直結いたします。 

 そこで質問ですが、これらの点を踏まえ、仮設

バス乗降場の運用長期化について、市としてどの

ように受け止めているのか伺います。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  仮設バ

ス乗降場の運用長期化への受け止めについて、お

答えをいたします。 
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 仮設バス乗降場につきましては、これまで上屋

の整備や、分かりやすい案内サインの設置、バス

待合としても利用可能な、地下の公共的空間の整

備や案内など、道路上の制約がある中で、利用者

の利便性に配慮してきたところでございます。 

 このたびの見直しによりまして、仮設バス乗降

場を利用する方々には、長期にわたりご不便をお

かけすることとなるため、再開発組合と連携いた

しまして、引き続き、バス利用者の利便性確保に

努めてまいります。 

 加えて、先行して整備する西２街区のバスター

ミナルを効果的に運用することで、仮設バス乗降

場をできる限り、早期に解消できるよう、検討を

進めてまいりたいと考えております。 

●定森 光委員  引き続き、仮設バス乗降場の

利便性向上に加えて、西２街区のバスターミナル

を効果的に運用していきたいという答弁がござい

ました。この効果的な運用について、質問をして

いきたいと思います。 

 当初の再整備の計画では、西２街区は路線バス

中心、西１街区は都市間バス中心のバスターミナ

ルとする計画でしたが、西１街区が完成するまで

は、西２街区のバスターミナルのみで運用するこ

とになります。 

 これまでの札幌駅のバスターミナルは、路線バ

スに加え、道内各地と札幌を結ぶ都市間バスの乗

降拠点としても、重要な役割を担ってきました。 

 利用には、札幌市民だけでなく、通院やビジネ

スなどを目的に訪れる、ほかの市町村の方々も多

く見られます。 

 こうした都市間バスの利用者は、大きな荷物を

持っていたり、市内の地理に不慣れであったりと

する場合も多く、乗り場や案内が分かりづらいと、

不便を感じる傾向にあります。 

 先行する西２街区のバスターミナルの運用を検

討するに当たっては、こうした利用者の実態を第

一に考慮するとともに、路線バスのみならず、都

市間バスを運行する各事業者の意見にも、配慮し

ていくことが重要であると考えます。 

 そこで質問ですが、先行して整備する西２街区

バスターミナルについて、どのように効果的な運

用を検討していくのか伺います。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  西２街

区バスターミナルの運用検討について、お答えを

いたします。 

 西１街区のバスターミナルが完成するまでの間、

利用者のニーズやバス事業者の要望を踏まえて、

路線バス、都市間バスに関わりなく、路上にある

仮設バス乗降場を可能な限り、西２街区のバス

ターミナルに入れたいと考えております。 

 既にバス事業者とも意見交換を始めておりまし

て、今後も引き続き、様々な運用方法のシミュ

レーションを行いながら、再開発組合とともに検

討を進めてまいります。 

●定森 光委員  今のご答弁で、西２街区です

けれども、路線バス、都市間バスを問わず、多く

のバスを集約する方向で、様々なシミュレーショ

ンなどを行いながら検討を進めていくということ

でした。今後は当初の整備計画にとらわれること

なく、これまでの札幌駅バスターミナルの利用実

態も踏まえ、利用者・事業者双方のニーズに応え

る運用を検討していただきたいと思います。 

 全国的には、資材高騰や人件費の上昇などを背

景に、再開発事業の中断や見直しが迫られるケー

スが相次いでいます。 

 こうした中で、本市の再開発事業には、バス

ターミナルという、高い公共性を持つ施設の整備

が含まれており、都市機能の強化や市民の利便性

に資する、極めて重要な事業であります。 

 我が会派としても、これまで補助金をはじめと

した、市の積極的な支援の必要性を指摘してきた

ところでありますが、このような社会経済的な背

景を踏まえれば、事業を着実に実施していくため

には、今後も本市の積極的な支援は不可欠である

と考えます。 

 今年の第１回定例市議会予算特別委員会では、
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再開発事業に対する市の支援に関する我が会派の

質問に対して、事業計画の見直し状況も踏まえな

がら、事業が円滑に進むよう、必要な支援を行う

と答弁がありました。 

 今回、計画を抜本的に見直すことになり、スケ

ジュールや補助金額にも影響を及ぼすものと考え

ます。 

 そこで質問ですが、今後、見直しの方針に従い、

事業計画が具体化されていくものと思いますが、

どのような姿勢で支援をしていく考えなのか、伺

います。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  本市の

支援について、お答えをいたします。 

 基本的な支援の考え方は、これまでと変わらず、

再開発事業が確実に実施されるよう、国の補助制

度を活用した補助金の交付などの支援をしていく

考えでございます。 

 事業が長期化し、また、全国的にも数多くの再

開発事業が想定されておりますことから、国費の

確保に向けて、引き続き、国への働きかけを行う

とともに、事業の見直し状況を適宜把握した上で、

必要な支援を講じてまいる考えでございます。 

●定森 光委員  国費の確保に努めつつ、事業

の見直し状況を踏まえた必要な支援を講じていく

という答弁でありました。 

 今回の再開発事業は、バスターミナルの開業時

期の遅れもあり、市民の関心も高いものと受け止

めています。事業費の高騰を抑える努力も重ねな

がら、１日でも早い整備完了に向けて、市として

も責任を持って着実に推進していただくよう、要

望いたします。 

 あわせてですけれども、仮設バス乗降場の運用

が続く期間においても、市民はもとより、市外か

らの利用者にとっても、できる限り利便性が向上

するよう、工夫を講じていただきたいと考えます。 

 バスターミナルの竣工までは、先行する西２街

区であってもなお、５年の期間があります。 

 バス事業者からは、ベンチの設置など、具体的

な要望も幾つか寄せられておりますが、対応可能

なところから、一つ一つ丁寧に取り組んでいただ

ければと思います。 

 また、西２街区で５年間、西１街区で９年間、

この間にもいろんな課題が生じる可能性もござい

ますので、柔軟な対応を要望して、私からの質問

を終えます。 

●熊谷誠一委員  私からも、札幌市交流拠点の

まちづくりについて、２点お伺いいたします。 

 初めに、北５西１・西２地区の事業見直しの経

緯についてお伺いいたします。 

 本再開発事業は、昨今の工事費高騰に対応する

ため、事業計画を見直し、西２街区は2030年度、

西１街区は2034年度の竣工を目指すとしておりま

す。この事業の見直しにより、工事受注を見込ん

でいた業者から、その機会を失ったとの声や、ま

た、今後もまちの活力が停滞してしまうのではな

いかと懸念する声が聞かれているところでもござ

います。 

 このように、様々な声はありますが、本事業は

札幌駅交流拠点のまちづくりを先導する役割を

担っていると認識しており、事業を先送りにする

ことは、少なくとも、今後のまちづくりに影響を

与えるものであると、懸念しているところでござ

います。 

 そこで質問ですが、本再開発事業の見直し方針

において、なぜ西２街区から段階的に整備を行う

こととしたのか、改めてお伺いいたします。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  北５西

１・西２地区の事業見直しの経緯について、お答

えをいたします。 

 本再開発事業は、当初、2028年の開業を目指し

ておりましたが、2024年９月の概算見積額が当初

の約２倍となり、計画を抜本的に見直す必要が生

じたところでございます。 

 この工事費高騰の主な要因は、全国的な資材の

高騰や、大型プロジェクトの重複による労務の競

合であり、これらに対処するため、段階的に整備



新たな都心空間調査特別委員会 

- 50 - 

することで、工事量を分散し、労務の平準化を図

ることが有効と判断したものでございます。 

 また、建設従事者の人手不足など、昨今の厳し

い施工環境から、バスターミナルや商業施設を含

む西２街区を先行して整備することで、まちづく

りへの影響を最小限に抑えながら、事業を着実に

進めることとしたところでございます。 

●熊谷誠一委員  次に、札幌交流拠点のまちづ

くりの進め方について、お伺いいたします。 

 将来、北５西１・西２地区や、北４西３地区の

再開発が完成すれば、バスターミナルや店舗、事

務所、ホテルとともに、屋内の滞留空間などの公

共的な空間も整備され、これまで以上のにぎわい

が生まれると期待しているところでございます。 

 札幌駅交流拠点は、道内外から多くの人が訪れ

る玄関口であることから、本事業の見直しにより、

まちづくりが停滞することがないよう、市として

も、着実にまちづくりを推進していくことが重要

と考えます。 

 そこで質問ですが、札幌駅周辺で様々な事業が

行われていることを踏まえ、札幌駅交流拠点にお

けるまちづくりをどのように推進していく考えか、

お伺いいたします。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  札幌駅

交流拠点のまちづくりをどのように進めていくの

かについて、お答えをいたします。 

 札幌駅交流拠点で進められている各種事業につ

いては、工事費高騰などの影響はありつつも、そ

れぞれの事業において、計画的に進められている

ものと認識しております。 

 具体的には、北４西３地区再開発事業が2028年

度、北５西１・西２地区が2030年度及び2034年度

の開業を目指しておりまして、ＪＲ北海道による

旧パセオや、駅ナカ商業施設についても、できる

限り早期の開業を目指しているところでございま

す。 

 札幌市といたしましても、これらの事業が着実

に進み、段階的にまちのにぎわいが創出されるよ

う、関係者と連携して、事業の推進や支援に努め

てまいりたいと考えております。 

●熊谷誠一委員  行政が積極的に、市民の不安

やまちづくりに対する機運を盛り上げ、それぞれ

の事業を着実に進めることで、にぎわいが１日で

も早く回復するように、関係者と連携して、力強

く盛り上げていただくことを要望いたしまして、

質問を終わります。 

●田中啓介委員  私からも、質問させていただ

きます。 

 北５西１・西２地区市街地再開発事業の４つあ

る開発コンセプトの一つに、都市の脱炭素化・強

靭化に寄与する拠点の整備ということが書かれて

おります。 

 本市のＣＯ２総排出量を減らすためには、排出

量が最も多い、都心部の排出量を減らしていくこ

とが重要なことであります。 

 札幌駅交流拠点先導街区整備基本構想で、この

北５西１・西２地区を含めた、この街区を環境首

都・札幌のモデル地区として、周辺地区との連携

も視野に入れた、新たな高効率プラントを整備す

るとしております。 

 北５西１・西２地区再開発事業の当初計画では、

地域冷暖房プラント、エネルギーセンターを西１

街区の地下に整備することになっております。そ

のエネルギーセンター整備によって、基本構想で

は、西１街区へのエネルギー供給をはじめ、周辺

エリアを含めたエネルギーネットワークの拠点と

して、位置づけられております。 

 そこで質問をいたします。西１街区のエネル

ギーセンター整備によって、エネルギー供給量は

どれくらいを見込んでいるのか伺います。 

 また、このたび、今後のこの地区の事業の進め

方は、先ほどの質疑の中でもありました、西２街

区が2030年度末竣工を目指し、西1街区は2034年

度末竣工を目指すとしておりまして、これは地域

冷暖房プラントが後に整備されることによって、

西２街区施設をはじめ、周辺地域へのエネルギー
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供給が遅れることにもつながってしまうのではな

いか、西１街区のエネルギーセンターができるま

での間、西２街区の電気や冷暖房はどのように

賄っていくのか、さらには、エネルギーセンター

の整備が遅れることで、周辺街区に先にできる建

物に対して、熱供給に必要な工事費が新たに増加

してしまうのではないかなどの懸念がございます。 

 そこで重ねて伺いますが、西１街区の竣工を西

２街区より後にする事業の進め方による西２街区

に建設される建物の冷暖房をはじめとした周辺地

区へのエネルギー供給についてはどのような検討

をされているのか、伺います。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  地域冷

暖房プラント、いわゆるエネルギーセンターにつ

いて、お答えをいたします。 

 北５西１・西２地区の当初計画におきましては、

西１街区にエネルギーセンターを整備し、当地区

の建物の熱需要に加え、周辺ビルの床面積約19万

平方メートルの需要に対応する熱の供給を計画し

てきたところでございます。 

 今回の見直しにおきましても、エネルギーセン

ターは引き続き整備をする考えでございますが、

委員ご指摘のとおり、整備時期の見直しによる熱

供給への影響については、西２街区を含む周辺ビ

ルの竣工時期や熱需要などを踏まえた検討が必要

と認識しております。 

 エネルギーセンターの規模や、具体的な整備内

容については、周辺ビルへの熱供給の検討と併せ

て、引き続き、関係者と協議、調整を進めてまい

りたいと考えております。 

●田中啓介委員  都心部の中でも、特にＣＯ２

排出量の多いエリアでありますし、環境首都・札

幌のモデル地区にもなっている、低炭素なまちづ

くりの推進、これが後退することがないように検

討していただくことを求めておきます。 

●丸岡守幸委員  私から、２点お伺いいたしま

す。 

 まずは、工事期間の長期化への対応についてで

ございます。 

 現在、札幌駅周辺では、北海道新幹線の工事を

はじめ、北５西１・西２地区や、北４西３地区の

再開発事業など、様々な工事が進められておりま

す。世界へつながる札幌の新たな顔づくりに、大

いに期待されるところであります。 

 また、現在、地下鉄南北線さっぽろ駅では、北

４西３地区と接続する、真駒内方面のホーム新設

工事が進められており、これにより、駅の混雑解

消やにぎわいの創出、円滑な歩行者動線の確保が

期待されております。 

 しかしながら、新幹線工事の完成時期の見直し

や、北５西１・西２地区の段階的な整備などによ

り、札幌駅周辺で行われる工事は長期化し、周辺

の交通混雑や歩道の通行規制など、その影響も長

引くことで、市民の皆さんや、札幌を訪れる観光

客の方々にとりましても、不便が続くのではない

かと、大変危惧するところでございます。 

 そこで質問でございますが、これらの長期化す

る工事の影響に対応するため、どのように取り組

むお考えなのか、いかがか伺います。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  工事期

間の長期化への対応について、お答えいたします。 

 多くの人が利用する札幌駅周辺では、様々な工

事が進められているため、工事による交通規制の

内容を市民や観光客へ丁寧に情報提供することが

重要と認識しております。 

 このため、令和４年12月に工事間情報共有会議

を立ち上げ、駅周辺で工事を行う事業者がお互い

の工事内容や交通規制の情報を共有し、それを取

りまとめたものをホームページで公開しておりま

す。 

 今年度は、スマートフォンやタブレット端末で

も確認しやすくなるよう、ホームページを改善す

る予定でございまして、引き続き、適切な情報提

供に努めてまいります。 

●丸岡守幸委員  二本柳部長には、土木セン

ター時代に大変お世話になりました。ありがとう
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ございました。 

 今、答弁いただきまして、工事内容や交通規制

の情報提供、タブレットを使ったりですとか、そ

ういった部分、大変理解いたしました 

 次に、仮設バス運用長期化に伴う市民周知につ

いて伺います。 

 今回、北５西１・西２地区の再開発の事業見直

しにより、バスターミナルの整備時期が当初の想

定よりも遅れることとなり、仮設バス乗降場の運

用が長期化されることとなります。 

 特にバスについては、日々、多くの市民の皆様

が利用するだけではなく、遠方から来る観光客の

方々も利用するものであり、その情報提供につい

ては、今以上に必要になるんじゃないかというふ

うに考えております。 

 つきましては、二つ目の質問でございますが、

仮設バス乗降場の運用について、どのように周知

を図っていくお考えなのか、いかがか伺います。 

●二本柳札幌駅交流拠点推進担当部長  仮設バ

ス乗降場の運用長期化に伴う市民周知について、

お答えいたします。 

 仮設バス乗降場の運用に関する情報につきまし

ては、再開発事業の段階的な開業など、進捗状況

に合わせて、市民や観光客に対し、分かりやすく

周知していくことが重要と考えております。 

 これまでも、仮設バス乗降場における案内の掲

示をはじめ、ホームページや広報さっぽろ、リー

フレットなど、様々な手法で周知を行ってきたと

ころでございますが、今後、より一層の周知に向

けて、検討を進めてまいりたいと考えております。 

●丸岡守幸委員  現在のような状況は、しばら

く続くことになると思いますが、各々の事業を着

実に進めつつも、市民の皆様に対して、しっかり

情報提供できることで、できるだけ不便を解消し

てまちづくりを進めていただくよう要望いたしま

して、私の質問を終わらせていただきます。 

●中村たけし委員長  ほかに質疑はございませ

んか。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

●中村たけし委員長  なければ、質疑を終了し

ます。 

 最後に、市役所本庁舎のあり方検討状況につい

てを議題とし、資料に基づき、理事者から説明を

受けます。 

●山内政策推進担当局長  続きまして、報告事

項の２点目、札幌市役所本庁舎のあり方検討状況

について、ご説明をさせていただきます。 

 詳しい内容を、政策推進担当部長の須志田から

ご説明いたします。 

●須志田政策推進担当部長  私から、札幌市役

所本庁舎のあり方の検討状況について、ご説明い

たします。 

 それでは、お手元の資料２、市役所本庁舎のあ

り方検討状況についての２ページ目をご覧くださ

い。 

 こちらは、昨年度３回実施した、有識者による

本庁舎のあり方検討会の検討結果をまとめたもの

でございます。 

 左に、現在の本庁舎及び検討会の概要、右上に

は、５人の検討会の委員の皆様を掲載しておりま

す。右下には、現庁舎の課題を整理するに当たり、

検討会においていただいた意見と、それに対する

対応方針を取りまとめたものを記載しております。 

 ３ページ目をご覧ください。 

 本庁舎の課題について、防災性、耐久性、バリ

アフリー・ユニバーサルデザイン、環境対応、機

能性・利便性と、大きく５つ、項目立てをいたし

まして、さらにこれらを中央部、背景色、水色で

記載しておりますが、例えば防災性につきまして

は、耐震性能や防災拠点機能などに細分化し、こ

れらを評価項目といたしました。 

 また、右下の表のとおり、評価項目をそれぞれ

緊急性、利便性、将来性の観点から、重要度を整

理いたしました。 

 重要度欄のうち、重要度高につきましては、緊

急性があり、早急に対応が必要な項目、または将
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来性、利便性の両方の観点から対応すべき項目と

しており、評価項目のうち、太字で記載しており

ます耐震性能、防災拠点機能、劣化状況、設備更

新状況、狭あい度、外部ビルへの分散化の６つの

項目が重要度高に該当してございます。 

 ４ページ目をご覧ください。評価項目の設定に

当たり、委員からいただいた意見と、それに対す

る対応方針を取りまとめたものでございます。 

 働き方の視点や、ライフサイクルコストの視点

を考慮することなどの意見をいただいております。 

 ５ページ目をご覧ください。 

 先ほどご説明した現状の課題に対し、評価の考

え方と評価の視点を整理いたしました。 

 右上の凡例に記載のとおり、水色が定性評価、

オレンジ色が定量評価の対象となる項目でござい

ます。 

 また、これら現状の課題などから導き出された

評価項目とは別に、ページ左下に記載のとおり、

整備を進める上で必要な視点として、全体の事業

費と事業の複雑性についても加え、それぞれライ

フサイクルコスト、初期コスト、移転の円滑化の

評価項目として整理いたしました。 

 ６ページ目をご覧ください。 

 検討に当たっては、建替えと改修の整備パター

ンをそれぞれ２案、設定しております。 

 建替えについては、まず一番左、現在、本庁舎

周辺の民間ビルに入居している外部庁舎を全て集

約し、移転建替えするパターンと、その右、外部

庁舎を集約せず、賃借を継続し、移転建替えする

パターンとしております。 

 改修につきましては、右から２番目、一部の機

能を移転させるための庁舎を先行的に新築した上

で、現本庁舎を改修し、最終的に外部庁舎の賃借

を解消するパターンと、一番右、現本庁舎の仮移

転を行いながら改修し、外部庁舎を継続して賃借

するパターンとしております。 

 これらはあくまで定性的、定量的評価を行うた

めに想定した整備パターンであり、実際の整備手

法につきましては、今後、詳細に検討を進めてま

いります。 

 ７ページ目をご覧ください。 

 評価方法や評価結果につきまして、委員からい

ただいた意見と、それに対する対応方針を取りま

とめたものでございます。 

 定量比較の際には、ランニングコストを考慮す

ることや、定性評価では重要度に応じて、点数の

重みづけをすることなどの意見をいただいており

ます。 

 ８ページ目をご覧ください。 

 上段に記載の前提条件に基づき比較を行い、最

終的には下の表のとおり、定性・定量評価を行い

ました。 

 定性評価につきましては、評価項目を充足でき

るかどうかを整理したところ、表の外部庁舎を集

約し移転建替えする案につきましては、初期整備

時に排出するＣＯ２以外の評価項目を充足でき、

その右の外部庁舎を集約せず移転建替えする案で

は、外部庁舎では課題解決が難しい可能性がある

項目があり、表中では○印をつけて評価しており

ます。 

 そして、右側の現庁舎改修案については、２つ

の案いずれにおいても、△で示す「評価項目を一

部について充足可能」、または×で示す「充足

することが不可能な項目」が多くなっております。 

 また、定量評価につきましては、一番安価であ

る建替えパターンのうち、外部庁舎を集約し建替

えする案のライフサイクルコストを100といたし

まして、ほかの案を指数化し、比較を行っており

ます。計算に当たっては、新庁舎の建築面積は、

他都市の事例や総務省基準を参考に算出しており、

コストや工期は類似事例を参考に、簡易的に試算

しております。 

 評価項目には、初期コストやライフサイクルコ

スト、そして整備完了までに要する期間を設定し

ております。 

 下の括弧書きにつきましては、初期コストをラ
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イフサイクルコストの内数として記載しておりま

す。 

 各案を比較いたしますと、一番右の現庁舎改修

案は、初期コストは最も低いものの、ライフサイ

クルコストで見ると、建替えよりも高くなってお

り、一番左の外部庁舎を集約し建替える案は、初

期コストはかかるものの、ライフサイクルコスト

として、最も低い結果となりました。 

 また、整備完了までに要する期間については、

右から２番目の現庁舎改修、一部機能移転新築案

が、小規模の庁舎を建築した上で改修するため、

最も工期が長くなっております。 

 以上のことから、定性面、定量面とも、外部庁

舎を集約し建替える案が、最も優位性が高い結果

となっております。 

 ９ページ目をご覧ください。 

 こちらは、今年４月に意見書の形で、検討会か

ら市長宛てに提言をいただいた意見書を掲載して

おります。 

 ページ左の中段に赤線を引いておりますが、建

替えを前提に検討を進めていくことに優位性があ

ると判断した旨が記載されております。 

 また、今後検討していく上での留意点について

もご提言いただいており、例えば防災性について

は、災害発生時でもエレベーターを使用せずに移

動できる低層部に災害対策本部を設置すること

や、執務環境・働き方については、行政の在り方

や、将来の働き方の変化に対応するため、将来の

あるべき姿を見据えた視点を取り入れること、市

民利用・まちづくりについては、にぎわいの創出

など、庁舎周辺のまちづくりの観点からも整理す

ることなどのご意見をいただいております。 

 今後は、意見書の内容を踏まえ、検討を進めて

まいります。 

●中村たけし委員長  それでは、質疑を行いま

す。 

●山田洋聡委員  市役所本庁舎のあり方検討状

況について伺います。 

 まずは、今後の進め方についてでございます。 

 先日、我が会派より代表質問において申し上げ

ましたが、本市においては、意思決定が慎重であ

るがゆえに、スピード感に欠け、事業実施のタイ

ミングを逃す場合があると指摘したところであり、

現庁舎の老朽化や防災機能の状況を踏まえますと、

早期の対応が求められる段階であります。 

 現庁舎には、緊急性が高い課題が複数ある中で、

検討会から建替えに優位性があるとの意見があっ

たのであれば、今後は一日も早く、その実現に向

けた具体的なスケジュールを示して、速やかに進

めるべきだと思います。 

 また、本庁舎の整備をする上において重要なの

は、高機能性と、職員の皆さんが働きやすい環境

であるということであります。職員の皆さんが快

適に働けることは、業務効率化などに直結し、結

果として、市民サービスの向上につながると考え

られるからであります。 

 そこで質問ですが、本庁舎の整備に向けて、今

後の進め方について伺います。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎整備に向け

た今後の進め方について、ご回答いたします。 

 今後の進め方につきましては、建替えが優位と

された検討会の意見書の内容を踏まえまして、引

き続き、整備に向けた具体的な検討を行ってまい

ります。 

 まずは、職員の柔軟な働き方や、本庁舎と区役

所の役割分担などの本庁舎の機能の在り方につい

て、整備における重要な要素であるため、議論を

深めてまいりたいと考えております。 

 一方、近年の社会情勢においては、資機材や燃

料費の上昇、人件費の増加などが重なり、建設事

業費が高騰していることに加え、職人の高齢化や

若年層の担い手の減少、さらには道内において、

半導体工場をはじめとする大型プロジェクトが進

行中であり、労務の確保が厳しい状況となってい

るところでおります。 

 今後は、このような状況をしっかり把握しなが
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ら、早期に検討を進めてまいりたいと考えており

ます。 

●山田洋聡委員  市役所と区役所の役割分担と

いうことのご答弁がありまして、本当に大事なと

ころであるというふうに考えます。多くの市民の

方は、区役所に通っていくというふうに思います

ので、役割分担を明確にして、良い本庁舎にして

いただきたいというふうに思います。 

 続きまして、ＮＨＫ跡地の活用について質問い

たします。 

 本庁舎再整備の今後のスケジュールは、本庁舎

の建て替え用地として取得した、大通西１丁目の

ＮＨＫ跡地の活用にも大きく影響すると考えま

す。 

 当該敷地では、これまで、雪の一時堆積場とし

ての使用や、単発のイベントなどが開催されてき

ましたが、現在は下水道管移設の工事ヤードとし

て利用されているのみであり、依然として有効に

活用されているとは言えず、市民のみならず、多

くの観光客でにぎわう都心の一等地において、大

きな機会損失が生じている状況であります。 

 そこで質問ですが、ＮＨＫ跡地の活用について

どのように考えているのかを伺います。 

●須志田政策推進担当部長  ＮＨＫ跡地の活用

につきまして、お答え申し上げます。 

 検討会において、整備完了までの期間について

整理をしましたところ、建替え、改修のいずれの

整備パターンにおいても、基本計画から整備完了

まで、早くても９年以上かかる結果となったとこ

ろでございます。 

 これを踏まえまして、仮にＮＨＫ跡地に建替え

る場合でも、工事着手まで一定程度の期間は、公

的な利用はもとより、民間による活用にも取り組

める状況となったことから、現在、民間事業者へ

の意向調査や、貸出し条件について検討しており、

来年度以降、民間事業者などに数年単位での貸出

しができるよう、進めてまいりたいと考えており

ます。 

●定森 光委員  私からも、市役所本庁舎のあ

り方検討に関して質問いたします。 

 建築から50年以上が経過している市役所本庁舎

は、耐震性や耐久性の不足といった防災上の課題、

老朽化が進んでいるほか、市民ニーズの多様化、

社会環境の変化などによる業務拡大に伴い、職員

数も増え、本庁舎に職員が収まり切らずに、近隣

のビルに分散している状況があります。 

 こうした中、市役所本庁舎の整備に関して、有

識者によるあり方検討会が開催され、建替えと改

修について比較し、建替えのほうが優位であると

の結論が示されました。 

 この結論は、今後の整備手法の選定に大きな影

響を及ぼすものであり、検討会の結論に至った背

景や評価の視点について、丁寧に確認していく必

要があると考えます。 

 特に、なぜ建替えが優位とされたのかという点

については、改めてその根拠を明らかにしながら、

今後の議論を深めていく必要があると考えており

ます。 

 そこで質問ですが、検討会において、建替えが

優位とされた要因について、お伺いいたします。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎あり方検討

会において、建替えが優位となった要因につきま

して、お答え申し上げます。 

 本庁舎整備の検討に当たっては、建替え案及び

改修案それぞれにつきまして、定性面と定量面の

両面から、総合的に評価を行っております。 

 定性面の評価としましては、外部庁舎を集約し

て建替える案では、ほとんどの評価項目を充足で

きる一方で、改修のパターンの２案では、職員の

執務環境や市民サービスの質など、現状より向上

させることが困難であり、また、改修工事に伴う

仮移転の負担も大きくなるため、多くの評価項目

において充足不可能、もしくは一部のみ充足可能

という結果となりました。 

 また、定量面の評価といたしましては、整備に

かかる初期コストだけでなく、長期的な維持管理
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費や外部庁舎の賃借料なども含めたライフサイク

ルコストも算出したほか、現庁舎には耐震性や老

朽化の課題があり、早急に対策を講じる必要性に

鑑み、整備完了までの期間も比較しましたところ、

外部庁舎を集約して建て替える案が、ライフサイ

クルコストが安価で、かつ短期間で整備できる結

果となりました。 

 これらの評価を踏まえまして、最終的に外部調

査を集約し建替える案が、他の３案と比較して、

優位性が高い結果に至ったところでございます。 

●定森 光委員  定性面、定量面からの評価、

先ほど定性面に関しては、改修では執務環境の改

善や市民サービスの向上が困難であるということ

や、仮移転の負担が大きいということが挙げられ

ました。この評価内容については、一定の理解が

できるものと受け止めております。 

 一方で、定量面ですけれども、特にライフサイ

クルコストの比較において、建て替えのほうが安

価と評価されたということであります。一般的に

は、建替えのほうが高くなるのではという印象を

持たれ得ると思うんですけれども、この点につい

て確認していきます。 

 市民負担の長期的な軽減という観点からは、ラ

イフサイクルコストの視点を含めて判断するとい

うことは欠かせないと考えます。 

 その上で、建替え案が定量的に優位とされた要

因を具体的に把握していくことが重要であると考

えます。 

 そこで質問ですが、ライフサイクルコストの比

較において、改修案より建替え案が安価となった

主な要因について、伺います。 

●須志田政策推進担当部長  ライフサイクルコ

ストにおける、建替え案と改修案でのコスト差の

要因につきまして、お答え申し上げます。 

 今回のライフサイクルコストの試算では、建替

え、改修、それぞれの初期コストと、今後80年間

にかかる維持管理コスト、外部庁舎の賃借コスト

などを合算し、比較したところでございます。 

 改修案では、現庁舎を市有建築物の資産管理基

本方針で定める、目標耐用年数の築80年で建替え

るという条件で試算しておりまして、改修後、約

20年で建替えを行う費用を含んでいることから、

結果としまして、改修案より建替え案が安価と

なったところでございます。 

●定森 光委員  ただいまの答弁で、改修案で

すけれども、現在の庁舎を築80年で建替えるとい

う前提条件の下、20年後には建て替えということ

で、将来的な建替え費用も含めた試算となったこ

とから、結果として建替えるのが安価となったと

いう答弁でありました。 

 コスト評価においては、短期的な視点にとどま

らず、長期的な負担を見通すという考え方が重要

であり、この視点を踏まえて、今後も検討を進め

ていくべきであると考えます。 

 そのためには、これからの本庁舎に求められる

規模や機能について、議論を深めていくことも不

可欠であると考えます。先の我が会派の代表質問

においても、本庁舎機能の在り方に関する質問に

対して、将来の行政需要や働き方の変化を踏まえ

て、庁舎の適正な規模を検討していくと答弁があ

りました。 

 一方で、あり方検討会の資料を見ますと、建替

え時の庁舎面積が約８万8,000平方メートルとさ

れており、改修時よりも大きな規模が想定されて

いるように見受けられます。 

 今後は、ＤＸなどによって、職員数、働き方が

変化していく可能性もある一方で、社会課題の複

雑化などにより、行政需要が今後も拡大する可能

性もございます。 

 本庁舎整備をするに当たっては、想定された庁

舎規模が適正かどうかを確認していく視点も重要

であると考えます。 

 そこで質問ですが、建替え時の必要な規模をど

のように算出したのか、お伺いいたします。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎建替え時の

必要な規模について、お答え申し上げます。 
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 検討会でお示しした、建替え時の必要面積につ

きましては、定量評価の比較を行うため、簡易的

に試算したものとなっております。 

 具体的には、総務省が示す、平成22年度地方債

同意等基準運用要綱や、他都市の庁舎整備事例を

参考に、職員一人当たりの基準面積を4.5平方

メートルとして、現在、本庁舎及び周辺民間ビル

に勤務する職員数から、必要な事務室や会議室な

どの面積を算出しております。 

 一方で、改修時の本庁舎の面積につきましては、

当然現庁舎の面積である約４万2,000平方メート

ルになりますが、耐震工法によっては、さらに執

務室が狭小化するなど、執務環境に影響が出る可

能性があるものと認識をしてございます。 

 今後は、将来における人口減少に伴う職員数の

変化はもとより、ＤＸの導入やペーパーレス化と

いった、働き方改革の進展なども見据えて、適正

な庁舎の必要面積の検討を進めてまいりたいと、

考えております。 

●定森 光委員  ただいまのご答弁では、検討

会で示された建替え時の面積については、簡易的

な前提で試算されたものであり、現在の職員数に、

総務省の基準である4.5平方メートルを掛けて算

出したということでした。 

 現状では、執務空間が狭く、この基準に基づけ

ば、面積は現在よりも増加するということだと理

解いたします。あわせて、改修を行う場合には、

耐震工法の影響で、執務空間がさらに狭くなる可

能性もあるという答弁がありました。 

 いずれの整備手法を取るにしても、将来を見据

えた適正な庁舎面積の検討は不可欠であり、検討

会からの指摘もありましたけれども、柔軟な空間

設計やフロアの可変性といった視点も含めて、検

討を進めていただきたいと考えます。 

 市役所本庁舎の整備や、単なる施設の更新にと

どまらず、今後の行政の在り方や職員の働き方、

市民サービスの質の向上にも直結する、重要な事

業であると認識しております。 

 今後の検討においては、専門家の定性的評価、

定量的評価に加え、現場で働く職員の方や、市民

の方々のご意見も丁寧にくみ取った上で、議論を

進めていただきたいと思います。 

 特に整備方針の決定に当たっては、多様な市民

の意見も的確に把握しながら、検討過程に反映し

ていただくよう要望し、私からの質問を終えます。 

●熊谷誠一委員  私からも、市役所本庁舎のあ

り方検討状況についてお伺いいたします。 

 １点目は、本庁舎あり方検討会における、防災

面に関する指摘事項についてでございますが、本

庁舎整備に向けた議論が進む中、特に市民の安

全・安心を守るという観点から、防災機能の強化

が喫緊の課題であると考えます。 

 検討会資料では、震度６強の地震が発生した場

合、現庁舎の中・低層階を中心に、被害が想定さ

れるとのことでございました。 

 東日本大震災以降、さらには胆振東部地震の経

験から、災害時の業務継続機能については議論さ

れてきたところではございますが、防災面は市民

の命と暮らしに直結する重要な要素であり、この

ような災害リスクが明らかになっている以上、整

備を後回しにすべきではないと考えるところでご

ざいます。 

 そこで質問でございますが、検討会の議論にお

いて、防災の観点から、現庁舎にどのような機能

が不足していると指摘されたのか。また、市民の

安全・安心を確保していくために、どのような防

災機能が求められるとの意見があったのか、お伺

いいたします。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎あり方検討

会における、防災面に関する指摘事項につきまし

て、お答え申し上げます。 

 検討会では、防災機能についても、多角的にご

議論をいただいたところでございます。 

 現庁舎においては、耐震性が不十分であるた

め、災害発生時には災害対策本部として機能でき

ない可能性があることに加え、国、他の自治体な
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どから来ていただく応援職員のためのスペースが

不足していると指摘されたところであります。 

 また、今後、求められる防災機能につきまして

は、停電時に階段で移動がしやすいように、低層

階に災害対策本部を設置することや、平時には会

議室として使用し、災害発生時には災害対応用の

諸室として使用するなど、柔軟に活用できるス

ペースの確保が必要などのご意見をいただいたと

ころでございます。 

●熊谷誠一委員  次に、本庁舎整備における防

災機能の強化について、お伺いいたします。 

 本庁舎の整備に当たっては、単なる耐震性の向

上にとどまらず、災害時の司令塔としての機能を

いかに確保するかという点が重要でございます。 

 そこで質問ですが、市民の安全・安心を守ると

いう観点から、今後、本庁舎整備における防災機

能をどのように強化していくのか、お伺いいたし

ます。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎整備におけ

る防災機能の強化につきまして、お答え申し上げ

ます。 

 委員ご指摘のとおり、防災機能の強化は本庁舎

整備における重要な視点と認識しております。 

 本年５月には、当部職員が横浜市、川崎市、千

葉市といった、近年、整備を行った本庁舎を視察

しまして、各自治体が整備している最新の防災対

策の事例を調査したところでございます。 

 これらの共通の特徴といたしましては、災害対

策本部は専用の部屋を設けており、災害発生時に

直ちに稼働できるよう、平時であっても執務室と

して使用しないことを原則としていた点でござい

ました。 

 また、受援体制を整えるということも、防災力

という意味では、非常に重要視されておりまして、

応援職員用の部屋をはじめ、仮眠室やシャワー室

などが整備されておりました。 

 今後は先進事例を踏まえながら、市民の安全・

安心につながる市役所の整備の在り方を検討して

まいりたいと考えております。 

●熊谷誠一委員  本庁舎は災害時の対策本部機

能として、市民の命を守る重要な施設になるとこ

ろでございますけども、今答弁があったように

シャワー室や仮眠室、こうした機能の重要性は、

日常生活の中で、市民にとってはなかなか実感し

にくいという現実もありますし、例えば広く市民

に利用していただくなどの、平時における使い方

を明確に示し、理解していただくことが重要と思

います。 

 市民理解を得ながら、整備を進めていくために

も、災害時に本庁舎が果たす役割は、その機能の

必要性、平時における活用方法などについて、分

かりやすく丁寧に、市民へ周知説明していくこと

を要望いたしまして、質問を終わります。 

●田中啓介委員  私からも質問させていただき

ます。 

 札幌市役所本庁舎について、あり方検討会から

の意見書では、建替えを前提に検討を進めていく

ことに優位性があると判断したとしながらも、今

後、札幌市において、本庁舎再整備の方向性を定

めるに当たっては、幾つかの留意点を検討して進

めていくことが求められております。 

 その留意し、検討を進めることの一つに、庁舎

の役割を改めて整理することが挙げられておりま

す。 

 本庁舎は、本市行政の中心となる建物で、市民

の生活を支えて、地域を活性化する上で、多岐に

わたる役割と機能を担っておりますが、その本庁

舎が具体的に、どんな役割、またどんな機能が必

要かについて、市民にとってはなかなか実感しづ

らいものがあると思います。 

 市民にとって、やっぱり身近な行政機関として

は区役所があって、出生とか結婚などの届出、住

民票等の各種証明書の交付手続、また、地域だっ

たりとか、福祉などの相談、申請手続も、ほとん

どが区役所で行います。 

 また、本庁舎のあり方検討会の意見書では、災
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害発生時の対応リスクが増すために、早期に庁舎

を再整備することが提案されておりますが、市民

にとって身近な地域にある、老朽化した市有施設

や道路、上下水道などのインフラの整備や改修、

こちらを早期にすることが、より重要に感じる市

民も少なくないと思います。 

 そこで伺います。本庁舎の今後の在り方検討に

当たって、本庁舎の具体的な役割や機能について、

市民への周知についてのお考えを伺います。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎の役割や機

能の市民周知につきまして、お答え申し上げます。 

 多くの市民の皆様にとって、日常的な行政手続

や相談の場は、身近な区役所でありまして、全市

的な施策の企画立案や、区役所を統括する本庁舎

の役割については、市民の皆様には実感しづらい

現状があるものと認識しております。 

 今後、本庁舎の在り方を検討していく上では、

将来、本庁舎が担うべき役割と必要な機能につき

まして、広く周知を行い、理解を深めていただく

ことは重要だと考えております。 

●田中啓介委員  本庁舎の役割というのは何な

のか、あと、これまで質疑でされています、この

現在の本庁舎の建物では、その役割を果たすには

どんな課題があるかということも、今、答弁にも

ありましたように、分かりやすく、市民にしっか

りと示して、市民が理解と納得ができるような情

報提供、これが必要だというふうに思います。 

 あわせて、本庁舎に限らず、市民にとって身近

な市有施設や、インフラの老朽化などに伴う整備

や改修、こちらもどうしていくのか、どういうふ

うにしていく必要があるかということも含めた情

報提供も、また必要ではないかと求めておきます。 

 そして、それらの情報を含めて、今後の本庁舎

の在り方を検討する上で、市民の意見を反映させ、

繰り返し議論できる場、これを確保していくこと

が重要になってくると思います。 

 市民の意見集約については、これまではアン

ケート調査、パブリックコメント、ワークショッ

プなどで行ってきております。しかし、いずれの

方法も、幅広い市民の意見を反映しているとは言

えないと思います。 

 また、市民に意見を聞くときは、既に方向性が

決まっているなど、市民の意見の反映においては

大きな課題があるというふうに思います。 

 これは本市自身、それを認識しており、サイレ

ントマジョリティーや、無関心層なども含めた市

民意向の把握、市民意見を市政へ反映するための

手法など、新たな視点から検討するために、第５

次市民自治推進会議に諮問され、先月、その推進

会議において、新たな市民参加の仕組みについて、

答申がございました。 

 その答申では、従来手法にとらわれず、政策の

方向性を検討する段階から、多様な市民の意見を

柔軟に取り入れ、政策形成に適切に反映するプロ

セスの確立が求められるという意見がございまし

た。 

 そこで伺います。今後、本庁舎の在り方検討を

進めるに当たって、この市民参加については、ど

う進めていこうとお考えなのか、伺います。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎の在り方検

討を進めるに当たっての市民参加の考え方につき

まして、お答え申し上げます。 

 本庁舎の在り方検討を進めていく上では、市民

への情報提供や、市民議論の場を創出することは

重要と認識しております。 

 今後の検討に当たっては、適宜、検討の状況を

市民の皆様に発信するとともに、既存の手法だけ

ではなく、新たな意見集約の手法の活用も念頭に

置きながら、積極的に市民の皆様との対話の機会

を設けることで、市民理解が進むよう検討してま

いりたいと考えております。 

●田中啓介委員  本庁舎の今後の在り方検討に

当たっては、方向性を一方的に市民に示し、市民

意見を聞きおくだけという、これまでのやり方で

はなくて、やはり方向性自体を検討する段階での

市民参加で、繰り返し議論する場を設けて、市民
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の意見を反映したものにすること、こちらが重要

であります。 

 また、市民にとって身近な公共施設、インフラ

整備についても、併せて議論できるようにするな

ど、市民の理解と納得の上で、本庁舎の今後の在

り方検討を進めていくことが大切だと申し上げて、

質問を終わります。 

●丸岡守幸委員  私から、３点質問いたします。 

 まずは、本庁舎周辺の民間ビルに入居する各部

局を本庁舎に集約するメリットについて伺います。 

 有識者検討会から、本庁舎を建て替え、外部に

分散する部局を本庁舎に集約するという案が最適

とする意見書が提出されましたが、複数の部局が、

周辺の民間ビルに入居しており、年間の賃料が５

億8,000万円かかっているとのことでありました。 

 外部庁舎を集約して建て替えることにより、将

来にわたって、継続的な賃料が不要となることは、

財政面で非常に大きなメリットになると考えられ

ます。 

 そこで最初の質問ですが、本庁舎に集約するこ

とで、賃料がかからないほか、どのようなメリッ

トが考えられるのか、いかがか伺います。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎周辺の民間

ビルに入居する部局を本庁舎に集約するメリット

につきまして、お答え申し上げます。 

 検討会では、分散化によるコストや管理面の課

題に加え、職員間の連携や、業務効率の低下を招

くため、集約化の必要性を検討するよう、意見を

いただいていたところでございます。 

 集約化により、部局間の連携や情報共有がス

ムーズとなるほか、一元化された執務環境による

管理コストの低減や、移動時間の短縮、災害時に

おける危機管理体制の強化などのメリットが挙げ

られます。 

●丸岡守幸委員  本庁舎に集約することにより

まして、財政面以外にも、職員間の交流ですとか

情報共有、そういったメリットもたくさんあると

いうことを理解させていただきました。 

 次に、現在の本庁舎にかかる修繕費について、

お聞きいたします。 

 検討会資料によりますと、給排水設備のトラブ

ルが、直近３年間で300件以上発生しているとの

ことでありますが、完成後54年経過している建物

でありますので、今後、補修や改修はますます増

えていくのではないかなと予想されます。 

 そこで質問でございますが、毎年、補修や改修

などの費用は、どのぐらいかかっているのか。ま

た、市民の皆さんの理解を得るためにも、周知す

る必要があると考えますが、いかがか伺います。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎にかかる修

繕費の市民周知につきまして、ご回答申し上げま

す。 

 直近５年間における本庁舎の修繕費用の平均額

は、年約4,000万円となっており、人件費や資材

の高騰に加え、老朽化が進行していくことを踏ま

えますと、今後はより多く費用がかかるものと認

識しております。 

 委員ご指摘のとおり、現在の建物老朽化の状況

や、それに付随する維持管理費などの情報につき

ましては、今後の本庁舎整備手法の検討における

重要な判断材料となるため、検討の過程において、

市民の皆様に丁寧に説明してまいりたいと考えて

おります。 

●丸岡守幸委員  本庁舎整備は大規模事業であ

るため、やはり今おっしゃったとおり、市民の皆

さんに十分にご理解いただくためにも、その周知

に、しっかりと取り組んでいただきたいと考えま

す。 

 続いての質問でございますが、本庁舎を建て替

える際の候補地として、カナモトホール横の旧Ｎ

ＨＫ札幌放送会館跡地が想定されているというお

話でございましたが、もしそこに立地する場合に

は、テレビ塔など、周辺の観光資源と一体的に連

携できる空間をつくることにより、新しい札幌の

観光名所になることが期待されます。 

 そこで最後の質問でございますが、意見書にも
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記載があるように、まちづくりについて、市民の

皆さんが利用しやすい場、にぎわいの創出につい

て、どのようにお考えか伺います。 

●須志田政策推進担当部長  本庁舎建替え時に

おける、市民の利便性及びにぎわいの創出につき

まして、ご回答申し上げます。 

 ＮＨＫ跡地につきましては、大通公園やテレビ

塔などの観光資源と近接しており、観光面など、

新たな活用の可能性があるものと認識しておりま

す。 

 このようなことも踏まえまして、多機能な市民

交流スペースの設置や、既存の観光資源との連携

など、街のにぎわいや市民交流の創出に資する本

庁舎の在り方を検討してまいりたいと考えており

ます。 

●丸岡守幸委員  今、お話をお聞きいたしまし

て、周辺の民間ビルの年間の賃料の問題ですとか、

本庁舎の集約化による業務効率の向上、増えてい

る老朽化による多額な修繕費、こういったことを

考えますと、建て替えを前提とした検討を進めて

いく上で、やはりスピード感を持った判断と、市

民の皆さんに理解、納得をいただける、丁寧な説

明をすることが重要だと思いますので、ぜひその

丁寧な説明を行うということを要望しまして、私

の質問を終わらせていただきます。 

●中村たけし委員長  ほかに質疑はございませ

んか。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

●中村たけし委員長  なければ、質疑を終了し

ます。 

 以上で、委員会を閉会します。 

    ―――――――――――――― 

      閉 会 午後３時16分 


